
私は埼玉りそな銀行法人部法人企画グループというところで、普段は法人様のインターネ

ットバンキングとか決済まわりを担当しておりまして、今回のキャッシュレスの部分にな

りますと、法人様の使うカード決済であったりとか、また小売店とかですね、そういうよ

うなところでカード決済をお客様のお客様に使ってもらえるような、環境を整えるキャッ

シュレスプラットフォームっていう、後ほど詳しいお話をさせていただくんですが、その

ような形で今回のキャッシュレス化の業務に携わっているところでございます。 

今回ですね、キャッシュレス社会の背景ということで、今日本であったり世界が、キャッ

シュレス化がどんなふうに進んでいるのかっていうこと、概要に始まり、そこで当社りそ

なグループがどんなふうに、今増えているキャッシュレスをお手伝いできるのかというと

ころを、お話しさせていただきたいと思います。 

 

まず資料の１ページのところ見ていただきまして、まず一口にキャッシュレスといいまし

ても、実際どんなものがありますかっていうところが１ページの記載になっておりまし

て、まず大まかに言いますと、払うタイミング、実際にお金が動くタイミングでキャッシ

ュレスっていうのは大きく３つに分かれています。 

一番上の段のところで、プリペイド、前払いと言われるものが、最初にお金をチャージを

して、そのチャージされた範囲内の中で決済をする。そこが前払いのプリペイドと言われ

るもので、具体的には電子マネーなど、SuicaやPASMOなどがそこに該当します。 

続いて、最近巷で流行っているのが、PayPayとかLinePayとかのＱＲ決済ですね。そこで

多く使われてるのがリアルタイムペイというようなところで、実際キャッシュレスで決済

をした瞬間に、口座から直接お金が引き落ちたりとかですね、お金の動きがそこで即時に

決済されるような仕組み、そこがリアルタイムペイっていうところになってます。即時払

いと言われるものですね。 

最後ですね３つ目、ここが今日本ではかなり主流で、一番最後の行にあります２０１６年

の段階でももう日本の９割以上を占めている決済が、ポストペイと呼ばれる後払いの部分

ですね。具体的にはクレジットカードで、実際買い物でカードを切ってからお金が引き落

ちるまでにちょっと時間がかかる。１か月後に引き落ちてお金が実際に動くっていうの

が、ポストペイ、後払いっていうところになります。 



一応一般的にはですね、前払い・即時払い・後払いっていう形で、お金が動く時期で３つ

に分かれてるんですが、最近だと結構キャッシュレスっていうのは進化してますので、電

子マネーの交通系のチャージも今までは前払いしかなかったんですが、オートチャージと

呼ばれる、クレジットカードと紐付けて、実際の決済は後払いになるっていうものであっ

たりとかですね、PayPayとかも口座紐づけが一番多いと言われるんですが、クレジットカ

ードなどと紐付けて実際の決済は１か月後とか、実態はポストペイになって後払いになっ

てるようなケースもありますと、そういうようなところでございます。 

なので今これからキャッシュレスを増やしていきましょうとかそういうようなお話がある

んですが、そのキャッシュレスの内訳としては、前払いの電子マネーであったり、即時払

いのＱＲ決済であったり、後払いのクレジットカードを全部意味して、キャッシュレス決

済と言う、ということを認識していただければと思います。 

１ページは簡単ですが以上です。 

 

先ほど説明させていただきましたキャッシュレスのところをですね、次、２ページのとこ

ろで、どんどん増やしていかなきゃいけないって、今新聞やニュース等で言われてると思

うんですが、なぜキャッシュレス化を取り組んでいかなきゃいけないのかっていうところ

が、２ページの説明になっております。 

おおもとの第１の理由といたしましては、日本が今少子高齢化になってまして、人口減少

ですね、特に労働人口、団塊の世代が現役をリタイアして、働く世代というのはかなり少

なくなってますので、生産性を向上していかなくてはいけませんと。その中でキャッシュ

レス化を推進することで、そこが向上していきます、なので増やしていきましょう、とい

うところになっています。じゃあ具体的にキャッシュレスを増やしていくことで、何がど

うなって生産性が向上するのかっていうところが下の方ですね、四角で７つ、けっこう多

めに書かれているんですが、そこの説明をしていきたいと思います。 

まず、左一番端ですね、「実店舗の無人化、省力化」ってあるんですが、今うちの埼玉り

そな銀行の本社でも、無人店舗とか言われるお店もできましてですね、コンビニさんやス

ーパーなんかでも、レジがセルフレジであって、バーコードを読み取らせてすぐ金額が出

てきて、あとはもうカードを入れるだけで決済が出来るみたいな、ユニクロとかＧＵとか



もそのような感じだと思うんですが、そのような実店舗の無人化、省力化等に繋がります

というところですね。２つ目、「不透明な現金資産の見える化」っていうところなんです

けど、現金だとなかなか見える化しづらい部分が、キャッシュレスで決済されますとその

お金の動きが見えますので、ここがはっきり見える化しますというところ。３つ目の「流

動性の向上」もそうですね。今そこに現金がなくてもスマートフォン１つですぐそこを使

えるようになるっていうところで、流動性が格段に向上しますというところです。左から

４つ目、こちら「不透明な現金流通の抑止」っていうのはこれマネーロンダリングのとこ

ろなんですけど、お金の使い道っていうのがキャッシュレス決済にすることではっきりさ

れますので、そういうようなところでお金の動きっていうのも、見える化と繋がるところ

なんですが、見えていきますというところが４つ目の説明になっています。５つ目、こち

ら「税収の向上」なんですが、現金だと隠しやすいので箪笥の中に何億円入っていました

っていうようなところがあるんですが、キャッシュレス化でスマートフォンに入れてあっ

たりとか、銀行口座からそのまま引き落とすようなところで、お金が結局見える化するの

で税収の向上になったりとか。右側のところですね、「消費の利便性の向上」というとこ

ろと「消費の活性化」って、インバウンドの部分だと思うんですけど、海外ってこの後説

明するんですがかなりキャッシュレス化がすごい盛んですので、そのような海外の需要を

取り込んでいくっていうことができますので、そういう意味でキャッシュレス化ってのは

進めていきましょうというようなところになってます。 

かなり少子高齢化で労働人口も減ってその中で税収も少なく人も少ない中でまわしていか

なきゃいけない中で、キャッシュレスを進めることでお金が見える化し消費も高まり税収

も向上するっていうところで、キャッシュレスは増やしていかなくてはいけませんという

ところが、２ページの説明になっています。 

 

はい、じゃ具体的に増やしていかなきゃいけませんというところなんですが、日本では２

０１７年、日本の施策として未来投資戦略っていうのがあるんですが、そこのところ、こ

の赤枠で囲われているところがキャッシュレス化のところなんですが、しっかり具体的に

ＫＰＩとして、２０１７年の中で、今後１０年間、２０２７年の６月までに、キャッシュ

レス決済比率を倍増して４０％までにしますというふうに目標を掲げています。２０１７



年の段階では２０％前後だったんですが、そこを倍増して４割程度にしますというところ

を目標にしています。ただここ前倒しになってまして、具体的には２０２５年に大阪万博

があるんですが、その時までに４割にしますというところを目標にしています。今特にコ

ロナウイルス等で非対面・非接触の需要がかなり広まってですね、今まで年間で増えてた

キャッシュレス比率の伸び率がかなり上がってますので、このペースでいったら２０２５

年までには４０％っていうところは達成できるような動きで、日本のキャッシュレス比率

っていうのは実際に進んでいるところです。 

以上が３ページの説明になります。 

 

続いてですね、今日本がこのような形でキャッシュレス比率を増やすっていうお話の中

で、実際世界各国と比べて日本がどのようなパーセンテージかっていうのが、４ページの

説明になってまして。先ほど説明した通り、かなり外国諸国っていうのはキャッシュレス

化っていうのが進んでいまして、今これ２０１８年の段階で、日本のキャッシュレス比率

っていうのは２４．２％でしたと。ちょっとデータが古いんですが。それが２０１９年に

は、ここに記載ないですけど２６．８％になってて、今直近で２０２０年のデータではキ

ャッシュレス決済比率が２９．７％になってるんですが、この当初は２４．２％で、他の

先進国と比べてかなり低いような状態になっておりました。特に一番高い韓国は９４．

７％、対面決済のほとんどがキャッシュレス化されているんですが、そこってもう国の政

策もあると思うんですが、キャッシュレス決済した分が所得から控除される税額控除をし

ていたりとか、加盟店の方、実際にキャッシュレスを使うようなお店もですね、ほとんど

人を雇ってなくて、もう料理店にお客さんが行ったら自動で案内をされて、あとタブレッ

トとかで注文を取ってそのまま料理が提供されてカードで決済したみたいな、ほとんど人

を介さないような飲食店とか小売店が多いので、９４％とかなり高い水準になっています

というところでございます。また２位の中国もですね、かなり偽札とかそういうような問

題もあったのでキャッシュレス比率を増やして、先ほどの中では「不透明な現金の抑止」

とかそういうようなところで政府が動いたので、７割以上をキャッシュレス決済が占める

っていうような状態になっておりますというところです。 

日本より少ないって言ったらドイツしかないんですけど、ドイツっていうのはカードを持



ってる人っていうのはかなり割合的には多いみたいなんですけど、加盟店と呼ばれる、キ

ャッシュレス決済を使う店がほとんどないので、日本よりキャッシュレス決済が少ないよ

うな状態になっています。 

これからたぶんお話しをするんですけど、キャッシュレス比率っていうのを増やすために

は、まず使える店を増やすのもちろんですし、利用する人、キャッシュレス決済を使おう

という人、その２つを増やしていかないとなかなか増えない状態ですので、韓国のように

使ったら何かインセンティブが働いて使う人も増え、お店側もしっかりそのような環境が

整っている、というような状態になると世界的にキャッシュレス比率がどんどん上がって

いくのかなというふうに、個人的に考えております。 

以上が４ページの説明です。 

 

続いて日本のキャッシュレス比率の内訳になるんですが、データとしては先ほどの２４．

２％から１年後の２０１９年のデータで、キャッシュレス比率は２６．８％のものになる

んですが、日本はクレジット決済が７３．４兆円で、キャッシュレス全体の９割を占める

というような状態になって、このキャッシュレス決済はほとんどが後払いのクレジットカ

ードというような状態に今なっています。そこについてはもう各社が、実際ポイントと

か、今最近、例えば消費者還元事業であったりマイナポイント事業であったり、政府も一

生懸命になってキャッシュレス決済のポイントとかそういうところを付与してるんです

が、それまでは日本の場合は、各種カード会社がインセンティブを働かせて自分のところ

のクレジットカードを使ってもらおうと頑張ってたので、こういうような形でクレジット

カード決済の比率が上がっているっていうような状態になっています。 

で、あともう１つちょっとポイントとしては、電子マネーが日本は割合にして高くて。電

子マネーって、Suicaとか使っても別にポイントがつくわけでもないし、そこまでインセ

ンティブが働いてないはずなんですが、チャージした分だけしか使われないっていう安心

感の高さであったりとか、もう手軽なので、決済スピードが速くて手軽っていうことで、

先進国とか、そこに比べると、電子マネーの比率っていうのはかなり日本は高いような水

準になっています。この水色の部分ですね。そこが高いというような数字になっていま

す。 



以上が５ページの説明になります。 

 

続いて６ページのところなんですが、先ほどのように今かなり日本のキャッシュレス比率

っていうのも、最初２０１７年の時に２０％で、そこから今はほとんど３０％っていう形

で伸びてきてるんですが、なぜ今まで、先進国諸国と比べて低調だったのかっていうのが

６ページに記載がされてまして。大きく環境と、利用者のところですね、実際に使う人、

あと加盟店、使ってもらう店の立場に分けているんですが、まず１つ目としては環境とし

てはやっぱり海外に比べて治安が良く現金を持ち歩くことに危険性がないというところな

んですけど、ヨーロッパって結構ひったくりとかスリとかが多かったりするので、あまり

現金を持ち歩かないというところでキャッシュレス決済の割合が増えたというところにな

ってます。２つ目、ちょっと手前味噌なところもあるんですが、銀行インフラが日本はか

なり整っておりますので、２４時間どこでも現金のお引き出しができるというところなの

で、別に財布に現金がなくてもキャッシュカードですぐ下ろしちゃって買い物ができてし

まうので、キャッシュレス比率ってのは逆に伸びなかったというようなところ。最後３つ

目、海外と比べて現金に対する信頼性と利便性の高さが群を抜いている。これは偽札のと

ころですね、現金でお金を払ったらそこが間違ってるって疑う人もお店もないので、そう

いうようなところでキャッシュレス比率は伸びませんというところになります。 

続いて左枠の利用者のところなんですが、ここは書いてある通りですね。キャッシュレス

決済の種類が多くどれが良いのか分からないというところなんですが。海外だと主流な決

済手段の一つになってて、オーストラリアとか北米だとかほとんどデビットしか使わない

ような、それ以外の決済手段がほとんどないような状態なんですが、日本はクレジットカ

ードがあってクレジットカードも発行会社がたくさんあって、１人で２枚も３枚も持って

るような状態だと思うんですが、そこに電子マネーがあり、プラス最近なになにペイとい

うのが５個も６個もあるような状態だと、逆に何を使っていいのか分からないというよう

なところで、結局現金になってしまうような人が多いみたいです。あと２つ目３つ目はそ

の通りですね。セキュリティに対する不安であったりとか、クレカ、特に後払いが９割を

占める日本ですので、使いすぎが心配になって逆に使わないような状態になっているとい

うところになります。利用者については以上になります。 



最後は加盟店、使ってもらう店についての説明なんですが、まず導入にコストがかかる、

手数料率の負担がかかってしまうというところなんですが、これ実際にお店でこれからク

レジットカードを導入しましょうとなったら、端末を置いてクレジットカードで決済して

もらうことになるんですが、それを使ってもらった時に決済手数料っていう、加盟店手数

料って言うんですけど具体的には、その手数料分が差し引かれて入金されてしまうんです

ね。今まで現金しか使ってない場合はそのまま値段分お金をもらえたんですが、クレジッ

トカード決済をされると、一部手数料が引かれて入金されてしまうと。特に粗利率とかそ

ういうところをシビアにやってるような事業者さんがそこの手数料率で２％～３％取られ

るというようなところで、そこをネックにあまり導入しないかなというところになりま

す。２つ目、操作を覚えるのが大変ということなんですが、やっぱりレジ前に機械を置く

ので、実際お客さんが混んでたりすると、そこをしっかり覚えて現場のオペレーションを

回すのがやはり大変というところで、敬遠されるような業者さんも多いです。最後、売上

から入金までに時間がかかるっていうところなんですが、現金だけだとその場でお金をも

らえる、特に小売業者さんだとそのままお金をもらえるところなんですが、クレジットカ

ードは大体月に１回入金とか２回入金とかで、売り上げてから実際の入金までに１か月と

か１５日のタイムラグが発生してしまう。そのようなところで日本のキャッシュレス決済

比率が伸びませんでしたっていうのが、６ページになってまして。 

 

そこから次のページで７ページにかけてですね、そのような課題がある、日本は、ただ２

５年までには４０％にしなくちゃいけないっていう明確な課題があるので、例えば決済端

末を進化させたりとか、右側の赤枠のところで、高速代のＥＴＣをかなり税金を使ってや

ったりとか、ネットＥＣ市場進化させたりして、実際にこれを４０％まで押し上げようと

いうところが７ページになるんですが。実際に先ほどの課題の中で、利用者っていうとこ

ろと、加盟店というところに分けて、キャッシュレス決済って伸びないネックがあったわ

けなんですけど、実際私は法人部でキャッシュレス決済の推進をしている中でですね、り

そなグループの方法を使って、ここの部分を何かお手伝いできないかっていう、そういう

ネックの部分を解消できるようなところのご説明が、８ページ以降になります。 

 



まず先ほど前段にお話しさせていただいたとおり、りそなキャッシュレスプラットフォー

ムっていうのが、簡単に言うと加盟店、使ってもらう店を増やすっていうような業務にな

るんですが、小売店さんとかサービス業とか病院さんなんかでうちの提供する端末を置い

てもらって、今までカード決済してなかったのがカード決済をしていきましょうというよ

うなお仕事になってます。ただ実際、日本が伸びなかった理由の中でそこにはネックがあ

って、特に初めてこれから、ただ端末を置いただけではなくて日本全体で今まで２０％だ

ったキャッシュレス比率を３０％、４０％に上げていこうというようなところになるの

で、その分そのネックってのはどんどん増えていくというようなところになります。具体

的には先ほど説明させていただきました、決済コストの増加ですね。この２～３％近い手

数料っていうのが、キャッシュレス比率がどんどん上がるにつれてそれが実額としてコス

トが増えてしまうというところ。２つ目が資金負担の増加。これが先ほど売上から入金ま

でにタイムラグがありますっていうのがここがネック。ここもやっぱり、キャッシュレス

比率が上がったら今まで１０％ぐらいが遅れて入ってきたのが４０％、５０％が遅れて入

金になるってなるとちょっと資金繰りの方が大変になってきてしまいますというところに

なります。最後、レジ周りの複雑化っていうところになるんですが、かなり今キャッシュ

レス手段が多いので、前払い後払いとお話しさせていただいたんですが、たくさんあるの

で例えばお客さんが電子マネーを使ったらこの端末でとか、そういうような形になれば一

番大事なものを扱うレジのところが複雑になってしまうっていう懸念事項があります。 

 

そこでうちのキャッシュレスプラットフォームという商品を使って、解消しながらキャッ

シュレス導入をしませんかっていうところのお手伝いができるという話になるんですが、

そこが下の黄色い枠で囲われてるところになります。まずうちのキャッシュレス化の商品

になるんですが、多種多様な決済手段に対応しております。左上です。具体的には後程の

ページで詳しく説明するんですが、VISAマスターと言われるクレジットカードの国際ブラ

ンドや電子マネー、ＱＲコード、モバイル決済など幅広く対応しております。そこから右

にずれていただきまして、決済端末は１台、レジ周りをシンプル化ということで、先ほど

のように決済手段が増えてるんですが、１台の端末を使うだけでいろんなキャッシュレス

化に対応できるような環境づくりができますよというようなものになってます。３つ目で



すね、決済端末の無償提供ってあるんですが、実際の機械を置くのでね、決済を始めると

なると。そこでお金を払って、設置するのにもお金がかかって壊れたら保守でお金がかか

って、やっぱりコストがかかってくるところになるんですが、うちの商品だと原則的に、

決済端末は無償提供させていただいておりまして、設置も無料でさせていただき、期間は

４年間の縛りがあるんですが、その間に不具合があった場合は電話ひとつで新しいものと

替えさせていただくっていうような、コストを最小限に抑えた導入をサポートしていま

す。下に行っていただきまして、低水準の手数料率というところになるんですが、先ほど

の決済コストのところでご説明させていただいたんですが、実際小売店のところで、クレ

ジットカードで決済されたら、もう平均で３．２４％と言われてて、３％以上が手数料で

持って行かれてしまうというところになるんですが、うちはちょっと２０１８年から遅れ

てこのビジネスをやっておりますので、原則的にはちょっと３％切るような形で、いろん

な諸事情により検討する時間はいただくんですが、基本的には３％を切るようなところで

頑張らさせていただいてますので、キャッシュレス比率が今後増える中でも、初期費用も

かからず、ランニングの手数料もなるべく抑えた形でキャッシュレス決済を導入できる仕

組みを整えております。最後、入金サイクルの短縮っていうところがあるんですが、大体

クレジットカードって導入すると、加盟店さんは月に１回月末か１５日にその分をまとめ

て入金されるようなのが多いんですが、うちは独自の振込システム、独自というか埼玉り

そな銀行の振込のシステムを使いますので、１週間に１回であったりとか、最悪営業日も

入金しますよっていうような仕組みを整えてますので、収支差が発生して資金繰りが詰ま

るっていうようなことがなくなるような仕組みを整えております。 

以上のシステムを使ってキャッシュレスをお店の方に勧めていきましょうというような取

組みをうちはやっています、というところが８ページになります。 

 

続いて９ページのところは実際にもっと詳しく、どんなキャッシュレス手段に対応してい

ますかっていうような説明になるんですが、まず基本的にクレジットカードはもうほとん

ど絶対使えまして、VISAMasterCardであったりJCB、AMEX、DINERS、DISCOVER、銀聯、中

国の決済手段ですね、そういうところに対応しております。下の電子マネーのところだ

と、もう交通系のSuica、PASMOから、セブンイレブンのnanaco、イオンのWAON、楽天Edy



など、電子マネーもほとんど対応しております。ＱＲ決済についてはですね、今基本的に

うちで使ってる端末だとりそなウォレットとALIPAY、WeChatPayと呼ばれる中国決済とい

うところになるんですが、今ちょっと諸事情により積極的には導入されてないんですがも

う一つ代替手段がありまして、そういうところでPayPayとか、そういうようなところも使

えるような仕組みを整えておりますというところになっております。 

 

以上がうちのキャッシュレスプラットフォームでできる決済手段のご説明になります。最

後に高機能端末というところで、端末を無償提供させていただいてそこでキャッシュレス

決済ができますよっていうのがうちのキャッシュレスプラットフォームの特徴なんです

が、無償で提供させていただく端末もかなり高機能端末になっておりまして、具体的に６

万から１０万ぐらいの値段がするようなものになっておりますので、機能がかなり充実し

ておりまして、持ち運びができるような端末であったりとか、モバイルタイプは別途費用

がかかるんですが、ネット環境を整えていないからキャッシュレス決済ができないってい

うようなところでも、ドコモの電波が入ればどこでも決済ができますよっていうのがこち

らの端末になってます。実際の業種とかだったらですね、カーディーラーさんとか、車検

とかで別の場所に行って決済が必要なところであったりとか、小売業、レストランさんと

かでもテーブル会計って、その場でテーブルに行って決済されるようなところってあると

思うんですが、そのようなところで実際活躍してる端末になってまして。工事業さんとか

でも営業マンとかそういう現場に出る人が実際に行って、そこで決済ができるような仕組

みを整えております。最後、これおまけに近いんですが、ＮＦＣって今かなり有名ですよ

ね、ＣＭ出て、日本代表のサッカー選手がボールを上に高く上げて落ちてきたボールで決

済するようなVISAのＣＭなんですけど、そういうような形でクレジットカードをですね、

かざすだけでも決済ができてしまうような仕組み、そこをこの端末には整えておりますの

で、そのような端末を無償で利用できるっていうところが最後、ポイントになっておりま

す。ちょっと長くなってしまったのですが、ここが実際加盟店さんを支えているうちの事

業というところになります。 

 

続いて１１ページと１２ページのところはですね、簡単なんですが、キャッシュレスビジ



ネスっていうのは伸ばしていくためにも利用するためにも、使ってもらう小売店とか、サ

ービス業というところだけじゃなくて実際に支払いの中で使っていくようなところってい

うのもありますので、そこのところでも機能を整えて、そこの利便性向上というようなと

ころでやっているっていうのが次のページになりまして、具体的にはりそなビジネスデビ

ットカードっていうんですけど、これ法人のお客様で、今まで振込等で決済していたとこ

ろをカード決済で諸経費を払いませんかっていうものになってまして、デビットカード等

で最初の説明で言う即時払いになってまして、決済した瞬間、即時で口座から引き落とし

ができるっていうのがこちらのカードになっておりまして、実際即時決済なのでカードに

審査も何もなくて誰でも始められます。で、利用額の０．６％が年２回、キャッシュバッ

クでお金が入りますというところになるんですが、法人のお客様はカードでポイントがつ

いてもポイントの使い方に困りますので、そういうようなところでお金で還元することで

キャッシュレスの利用を増やしていきますっていうようなところになっております。実際

これが使ってもらってる中でどんなところに使われてるかっていうと、まず経費のところ

でですね、実際法人様で経費のところをカード払いじゃなかったら、従業員さんが立替え

て、その立替えの処理で経費処理をすると思うんですけど、そこが雑多な勘定が立ったり

とか、決算書に、あと経費の精算が面倒くさいとか、いろんな課題があるんですけど、そ

こカード１枚持たせてもらってそこで経費処理することで、法人の口座から直接落ちま

す。あと複数店舗とか抱えてると小口現金というようなところで経費を払うためだけの口

座っていうところがあると思うんですけど、そこが全くなくなりますっていうようなとこ

ろになります。またですね、これ０．６％のキャッシュバックがあるので、今まで口座振

替で電気代とか公共料金を払ったところを、このカードに替えるだけで、デビットは即時

落ちるので、同じように毎月決まった日に口座から落ちるのが０．６％お金が戻ってくる

とか、高額の仕入れとかでウェブでお金を払ってたようなところを、このカードを使うと

０．６％でかなり大きい金額が戻ってきたり、今まで振込だったら振込手数料逆に６６０

円払ったところですね、今手数料は６０５円ですねすみません、ビジネスデビットカード

にすることで逆に０．６％お金が戻ってくるというようなところで、実際に使うような法

人さんも多いっていうようなところになります。 

以上が１１ページの説明になります。 



 

最後ですね、今まで対面決済のところでお話をしてて、小売業さんに、実際端末を置いて

そこで決済をしてくださいっていうキャッシュレスプラットフォームの話をしてたんです

が、仕組みとしては非対面のＥＣサイトっていうお話もあったと思うんですが、小売さん

なんかでインターネット販売っていうのを始めて、Amazonとか楽天に掲載をしてたんです

けど、かなりマージンとかでお金を取られるので、自分のところでホームページを作って

るような会社さん、ネット販売をしているような会社さんで、そのところのですね決済部

分をお手伝いできるっていう、PayResortっていうものなんですけど、中に銀行口座の振

込みしかないようなお客さんっていうのはまだ始めて間もなかったらあるんですが、この

仕組みを入れることでですね、銀行振込みだけじゃなくて、先ほどのクレジットカード決

済であったりとか、コンビニでの支払いですね、ファミリーマートだったらファミポート

とかそういうようなところで、支払いができるような仕組みになってます。あとはPay-

easyとかデータ通貨でのお支払いも可能になってまして、なかなかこの商品って貴社のＥ

Ｃサイト、貴社って言い方おかしいですけど、お客様のＥＣサイトの中で決済をするよう

な、決済部分を銀行がお手伝いできるっていうようなお話だったんですが、今後ＤＸ化の

中では、銀行としてもホームページの作成とかそういったところをお手伝いしたいという

なところで、それが次のお話にも繋がってくるんですが、私からはキャッシュレスの話は

１２ページで、以上となります。 

 

 

それでは私の方から説明させていただきたいと思います。埼玉りそな銀行法人部ビジネス

プラザの湯本と申します。よろしくお願いいたします。ここからは第２部ということで、

決済関連業務の業務効率化ということで、今まで、先ほどまでは銀行自身の題材としての

ＤＸ、支援するサービスというものもご案内させていただいておりましたが、ここからは

本業支援、いわゆるビジネスマッチングであったりとかですね、そういう業務について

様々な提携企業様であったり、公的支援機関様と連携した取組みというものを銀行も行っ

ておりますので、そちらの仕組みからご案内させていただきたいと思います。銀行って意

外と金融業務以外にもこういうことやってるんだな、ちょっと帰ったらお取引がある銀行



にちょっと相談してみようかなみたいな、そう思っていただけるようなお話をしていきた

いなと思っておりますのでどうぞよろしくお願いいたします。 

 

それでは早速スライドに沿ってご説明させていただきたいと思います。 

１４ページ目ですが、銀行による本業支援の取組みということで、各金融機関は今特にお

客様の本業を元気にさせるとかお客様の事業が成長できるような取組みっていうのを数多

く行っております。コロナであったりとかまたその以前からご融資してる企業であったり

ひいては地域がですね、活性化しないと銀行も存在意味がなくなってしまう。そういった

危機感もありまして、また銀行も、長引く超低金利環境下であったりとか、金融機関同士

の競合も激化しておりますので、さらに皮肉なことにちょっとデジタル化が進んだことに

よってフィンテック企業とかが台頭してしまってですね、それで銀行もちょっと従来の業

務に加えて新たな付加価値をご提供しないとちょっと淘汰されていってしまうという危機

感等からですね、お客様の本業も支援していくという取組みを強くやっております。様々

な金融機関が独自の取組み等をされておりますけども、当社においても銀行の機能、金融

の機能は持たずに本業の支援に特化した拠点ということで、一応こちらに書いてあるとお

りビジネスプラザという拠点を開設しておりまして、私もそこに所属しております。ビジ

ネスマッチングとか人材ソリューションとか創業支援であったりとか、スタートアップ支

援、無料セミナー、外部公的機関様との連携など、情報の蓄積、お客様が抱える様々な課

題、困りごとを解決して、新たなビジネスへと発展していくための情報発信拠点、という

ことで開設しております。 

本業を支援していくとありますが、具体的にどのようなことをやってるかということをち

ょっと次のページでご説明させていただきたいと思うんですけども、先ほども申し上げた

ように従来はですね、銀行はご融資とか、お金を融通することで会社の成長を促しており

ましたが、売上げ向上に貢献するというのが銀行の求める役割だったんですけども、今そ

れだけではなくてですね、日本全国のお取引先を引き合わせて売り買いを支援したりと

か、役立つ展示会イベントとかセミナーとか、いろいろ一緒に成長できるような事業計画

を作成したりとか、またはさらに大きな成長が見込める企業様には、直接銀行として融資

ではなくて出資をしたりとか、いろいろそういったお取引もさせていただいて新たな人材



の支援であったりとかいろいろな支援をやっております。例えばですね、お客様から銀行

の担当者が、新たな資材、例えばこういう資材をちょっと仕入れたいんだけどちょっと無

くて困ってるんだよねみたいな話を社長から受けたとして、ああそうですかそれ大変です

ねと。で、先週ご提案した融資のご提案は考えてくれましたでしょうか、みたいな。そん

な銀行員だとちょっとこれからはやっていけないということで、いろいろ新たにお客様が

成長するための本業支援であったりとかそういったところをちょっとやっていくというこ

とに舵を切っているというところでございます。 

ビジネスマッチングという業務が主でありまして、簡単に仕組みだけご説明させていただ

くんですけども、埼玉りそな銀行の場合ですと一応５０万社というお客様ネットワークが

ありまして、提携している建築業者であったり不動産業者、証券会社、リース会社、コン

サルティング業者、税理士法人などを紹介させていただいております。さらにですね、個

人であれば介護施設に家族をちょっと入所させたいので紹介してくれであったりとか、い

ろいろニーズに合わせて約２００社以上の提携先を増やさせていただいております。ちょ

っと少しだけ背景を簡単に説明させていただきますと、銀行法という法律がございまし

て、実は銀行というのはやって良いこと悪いことがある程度明確に決められているんです

けども、社会インフラとして一応銀行も信用であったりとか公共性を鑑みると、三大業務

を基本としてそれに付随する業務だけやっていいですよというのが明確に分離してたんで

すが、銀行法というのが改正されておりまして、コンサルティングであったりとか、登録

人材派遣業者であったりとか、そういったところも新たに取組みをやっていいよというこ

とになっております。弊社でもいち早く新会社等を設立して、地域課題の解決に繋がる業

務であったりとかをやっているといったところでございます。なので、様々な事業の困り

ごと、これ銀行に相談するべきじゃないよなと従来思ってたこともですね、ちょっとご相

談していただければ、実はご提供できるサービスがあったりするかもしれないですよと。

そういったところがちょっと前置きでご説明させていただきました。 

ここからは先ほどの話の続きなんですけども、ＤＸであったりデジタル化に関する商材を

簡単にご説明させていただきます。銀行でもＤＸを支援するというのは強く打ち出しては

いるんですけれども、なぜそういったことをやってるのかというとですね、ご存知の通り

新型コロナで社会とか経済が大きく変化しまして、データとかデジタル技術を活用する商



品とかサービス、ビジネスモデルを変革させないと競争上の優位性を保てないと。そうい

った中で中堅・中小企業の皆様はＩＴやＤＸ分野の専門人材とかの確保も難しいですの

で、そういった競争からちょっと遅れてしまうんではないかという危機感がございまし

て、それを銀行としても支援していきたいといったところで、こういう取組みをさせてい

ただいております。もちろん銀行自体もＤＸっていうのは経営トップの方で強い意思がご

ざいまして、推進しているんですけども、例えば弊社の事例であればスマホの中で取引が

完結する、来客せずにスマホで完結したりとか、例えば銀行システムを別の銀行に販売し

て、銀行をお客様として収益をいただくとか、そういう事業の転換がまさにＤＸなんです

けども、そういったところもやっております。そういった中でですね、こちらの１８ペー

ジにあるのがＤＸに関する取扱い商材ということで、ここからは一部弊社の取扱う商材で

はなく提携企業様の商品であったりする場合もございますので、ちょっと簡単に概要だけ

ご説明させていただきまして、その性質とか品質はちょっと銀行が保証するってわけでは

ないんですけども、ビジネスマッチングとしてお取り次ぎさせていただきますということ

なので、そういった商材のご案内をさせていただきます。 

先ほど決済として小田さんの方から、Pay Resortを最後にご説明させていただきました。

ネット通販とかで商品をかごに入れるってやった後に決済ボタン押して決済に進むペー

ジ。その先をPay Resortで賄えますよということをご説明させていただいてるんですけど

も、その前のですね、そもそも自社でホームページを作りますよであったりとか、ＥＣサ

イト構築を支援しますよというのがその紹介になっております。一般のお客様向けのＥＣ

サイトの構築っていうのは、最近よくＣＭなどでも頻繁に見られるかと思いますので、よ

く皆さんもご存知かと思うんですけども、それだけやはり需要がある。コロナ禍のまさに

ＤＸとか事業の変革として必要なものであるという証左なのではないかと思っておりま

す。もちろんそのように弊社も提携先様と連携させていただきましてそういった商材をご

紹介させていただいてるんですけども、例えばそれだけではなくて、コンサルティングで

あって、大手通販サイト様に出店しているけれども、出店の仕方、そこのページの作り込

みによっても販売数とか量に大きく差が出るっていうのは有名な話なので、そのサイトの

構築についてもコンサルティングさせていただくなどもこちらにございます。それが一般

的なＢｔｏＣのＥＣサイト、ページの上の部分なんですけれども、さらにもう少し高度な



話で、ＢｔｏＢ事業をやられてる業者間のお客様の請求の効率化という意味で、ＢｔｏＢ

のＥＣサイトの構築もお手伝いすることができます。紙で請求書のやりとりをしている場

合だと封筒代とか、郵送代とか、手作業による確認作業とか、突合せとか、紙代とかです

ね、いろいろ手間とコストがかかっているところなんですけれども、例えば期日通りにち

ゃんとお金が入ってくるのかとかそれも含めてなんですが、また将来的には電子帳簿保存

法とかができてますので、紙ではなくて電子で取っておかないといけないですよとかです

ね、いろいろ手間がかかってまいりますので、それをインターネットで代用することが可

能です、というのがこちらのＢｔｏＢ ＥＣサイトですね。これもPay Resortという商材

を使ってご紹介することもできます。 

 

次の１９ページですね、企業が必ず行っている庶務という形で経費精算における効率化に

ついてもちょっとご説明させていただきたいと思います。例えば社員の方が、営業の社員

の方が電車に乗りましたとかですね、営業車でコインパーキングを使いました。その時に

かかった経費は一旦営業の担当の方が立て替えて、その後、経費部署の方に例えば紙で申

請したりして、経費部署の方は、申請と領収書を突き合わせて、問題ないですねというこ

とでお金を振り込む。出張とかであれば飛行機代、ホテル代など高額になる場合は、例え

ば一部先払いをするっていう会社さんももしかしたらあるかもしれないんですけども、多

額の現金を持たせるのは危ないし非効率的だしと。例えば定期区間内で重なった場合はそ

この部分を手計算して差し引くとかですね、いろいろちょっと大きな問題があります。そ

ういったところで経費精算システムっていうのを銀行としてご紹介することが可能ですの

で、あとはですね法人カードという先ほど紹介もありましたが、それと一緒に連携するこ

とによって、そういった手間が解消可能です。お客様の従業員数であったりとか商品設計

とか、例えばスマホで決済やりたいですよとか、そういった場合などお客様のニーズに応

じて複数のベンダー様のご紹介も可能ですので、こちらも銀行にもしよろしければご相談

いただければなと。社内規定の強化であったりワークスタイルの変革にも寄与する商品と

なっております。 

ちょっともう少し派生してですね、本日はＤＸ支援の取組みの入口の第一歩ということ

で、こういった次のページのご相談をさせていただきます。社内の業務をデジタル化し



て、効率的にしていきたいという必要性を感じるけれども、何からやっていけばいいか分

からないなと。そういったお客様向けには「ＩＴなんでも相談」というのも、弊社と提携

させていただいている企業様でご紹介することが可能です。業務フローの全体の見直しで

あったりとか、ＦＡＸによる、例えば受注発注を楽したいというニーズがある場合に、い

やでも実はそれＦＡＸをなくすだけだと、その他の受注発注の業務が実は紙で回ってるの

で、このＦＡＸをなくすだけでは駄目ですよねと。社内で紙を回すことで業務が進むんで

あれば、結局ＦＡＸをなくすだけではなくて、受注発注のフロー全体を見直すことでペー

パーレスが進むよねとかですね。そういった業務フロー全体のところから、ご相談に乗る

ことができます。特にこちらは一応入口の商品ということですので、一旦無料でお受けさ

せていただいております。さらに高度なところで取組みたいという場合には有料の相談な

ども、別の提携先様などと連携して取組ませていただいておりますので、そこもまず銀行

にご相談いただければと思います。 

 

様々な提携企業様とビジネスマッチングによって経営課題の解決に向けて取り組んでいる

んですけれども、さらに埼玉県様であったりとかですね、地域全体でデジタル化を支援し

ていこうという取り組みについてもちょっと簡単にご説明させていただきます。 

コロナ禍において埼玉県で強い経済をつくっていくということで、大野県知事様が一応発

案で、いろいろな県内の商工団体であったりとか、関東経済産業局、関東財務局などの主

要な団体等と会議体を作っておりまして、デジタル化やＤＸに向けてそういう議論をさせ

ていただいております。特にこちらもお客様と一番近くに接点を持っている銀行がメイン

プレーヤーと位置付けられておりますし、もし銀行で、お客様がお取引ある銀行で例えば

乗れない相談であっても、県内全域の様々な商工団体であったり機関様でいろんなご相談

乗れますといった取組みをやっておりますので、埼玉一体でＤＸを支援していきたいとい

うふうな形になっております。情報提供の一環として様々な無料セミナー等も一応実施さ

せていただいております。デジタル化に関しては、関東経済産業局様や埼玉県の産業労働

部様にもご相談いただいて、取組みとか税制等についてご説明させていただいておりま

す。また来年１月から始まる予定だった電子帳簿保存法についての対策セミナー等も開催

しております。ちょっと新聞報道等も出ておりましてどうなるかっていうところなんです



けども、こちらについても特に中小企業様、中堅・中小企業様には影響が多いものです

し、その先に待ってるインボイス制度などであれば、売り上げが１，０００万円未満の、

免税業者様は特に影響大きいと思いますので、そういったところも継続的に情報提供させ

ていただいて、セミナー等で発信させていただいております。 

 

ＤＸ・デジタル化に関する成功事例ということで、何点か事例を載せさせていただきまし

た。詳細については簡単にちょっとご説明させていただきますが、後で詳しくご覧いただ

ければと思います。 

ケース１としては煩雑な経費入力を、データ連携で活用しましたと。飲食業の場合でちょ

っと多店舗展開してるという企業様なんですけども、本社経理が領収書つきの日報を受け

取って手入力、会計ソフトに手入力するということで、売上経費など重要な仕分け情報と

か客数とかですね、別の情報等も混在しておりまして、チェック等で煩雑な体制でありま

したというところなんですけども、ＩＴ導入補助金を活用して、新会計システムへ変更し

たところ、Excelであったり他のシステム、インターネットバンキング等と連携すること

が分かりまして手入力がほとんどなくなり、手間の削減に大きく繋がりましたと。ＩＴ導

入補助金であったりも弊社でセミナーであったりとかもさせていただいておりますので、

その活用についてちょっとご検討いただければと思います。ケース２としましては、社員

の勤務実態を、勤怠管理の申請承認で解決しました。こちら卸売業の会社様ですが、営業

職は直行直帰が多いことから見込み残業制を採用しておりまして、正確な残業時間の把握

を怠っておりました。しかしこれで退職となってしまう理由にも繋がっておりましたとい

うところなんですが、直行直帰対応の地図情報を記録するクラウド勤怠などを採用し、ス

マートフォンやＰＣに利用可能なため、出先から誰がどこで何時間働いたかなどが把握が

容易になりました。勤怠集計にかかる時間も大幅に短縮され、余裕をもって給与計算が可

能になりましたというような事例でございます。ケース３がですね、受発注のクラウド化

でいつもの仕事が自宅で可能、インボイス制度も対応ということで、機器メーカーのＣ社

様が感染症対策としてテレワーク。社内サーバーに接続できないという、各業務システム

が使えず出社せざるをえない状況だったので、補助金を活用し、クラウド販売システムの

入れ替えを行いました。ＰＣも対応し、受発注処理もスムーズ。セキュリティもクラウド



はばっちりでしたと。今後経理総務のシステムのクラウド化についても今後検討事項とし

て進めておりますといった事例でございます。ケース４としては、ＷＥＢ請求書で履歴管

理であったり効率化を実現しました。設備業のＢ社様がペーパーレスの対応としてＷＥＢ

請求書を採用されましたと。導入後は請求書データをアップロードして発行方法を選択す

ればシステムが自動的に送付していくので、紙代や封筒代、郵送代等もゼロになりまし

た。手作業もなくなり人件費も大幅に削減となりましたので、請求書発行後、得意先様か

らのお問い合わせ電話が多くかかってきます。システムで発行情報を管理してるため、い

つでもパソコン上で取り出して確認でき、回答の効率化を実現しました。一度利用したら

手放せない、分かりやすく効率化できる代表的な成功事例になりました。最後ですね、脱

ハンコということで、新制度にも対応。精米業の会社様ですが、社内システムのテレワー

クができましたが、契約行為がどうしても残っておりました。そこで電子契約を採用して

月額も１万未満と低コストで、間接的に移動などの経費削減であったり直接的には印紙

代、郵送代、印刷代などのコストが削減され、大幅なコスト削減、契約期間の大幅短縮に

繋がりました。導入期間もたった１か月ということで実現できました。これもかなり簡単

なので、電子契約が導入されてない相手取引先様にも利用できまして、その取引先様から

も質問を受けるほど評価をいただいておりますと。そういったところで脱ハンコに取組む

ことができました。 

といったところで、一応銀行として、様々な事例であったりとかですね、いろいろな提携

先様との企業との連携、地域を挙げたＤＸの支援についてちょっと取組みをさせていただ

いておりますので、それの簡単なご説明というところで私の方からお話をさせていただき

ました。 

ご清聴いただきどうもありがとうございました。 


